
表 1 質問項目 

・性別 ・現在の生活・収入に満足しているか
・職業 ・昔より友人は減ったと思うか
・家族構成 ・家族以外と話をする頻度
・年齢 ・選挙に行く頻度
・居住地 ・子供（孫）を教育などのために島外へ出したいか
・現在の住まいに何年住んでいるか ・子供（孫）が仕事を得て島外で暮らしたいと言った場合、島内に残り続けたいか

・住んでいる場所に愛着を感じているか ・高齢者にとって住みよい場所だと思うか

・すぐ近くに買い物が出来る店はあるか ・自然環境や田園景観がよく保全されていると思うか

・買い物を出来る店まで何分ぐらいかかるか ・火災、地震、水害などの安全性が確保されていると思うか

・そこまでの買い物への交通手段 ・防衛面での不安はあるか

・昔に比べると道路など、土木構造物は整備されたと思うか ・学校や図書館など教育・文化施設は整備されていると思うか

・道路やトンネル、港湾などの整備は足りているか ・医療、病院などの医療施設が充実していると思うか

・対馬を支えていると思う産業

・離島振興法を知っているか

・国はもっと離島支援に積極的になるべきだと思うか

・補助金が離島の自立を阻害していると思うか

・補助金の対象として適切であると思う産業

・病院の数が減った場合、最寄りの病院までの移動時間が増えるとする。いくらまでの増加であれば、許容できるかか？

・電気料金の値上げが避けられなくなった場合、いくらまでなら許容できるか

・税収を増加させるために、対馬のみ消費税の増税が実施される場合、何%の増税であれば許容できるか

・島内の別の場所への移転費用を行政が補助するならば、いくらまでなら負担できるか？
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対馬市における離島の持続可能な地域計画に関する住民の意識構造分析 
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1．はじめに 

 離島と本土との格差是正を目的として「離島振興法」

により中央政府から公共事業を中心とした財政支援が

なされてきたが、長年の財政支援は、離島に過度な財

政依存を招いたとも考えられる。近年、中央政府の財

政状況は厳しさを増しており、財政支援が今後もこれ

までのように続かない可能性も考えられるため、将来、

支援が滞った場合を見据えた持続可能な地域計画の提

案が必要である。国土交通省は、公共事業が他産業と

比較し高い波及効果を維持しており、投資的経費や維

持管理コストの低減が期待できるとの考えから、都市

のコンパクト化を推進することで、持続可能な都市の

運営管理を実現できるとしている
)1
。 

本研究で対象とする離島の長崎県対馬市において

は、人口 300 人以下の集落が全体の 84.8％を占め、集

落あたりの平均人口は 284 人であり、コンパクトシテ

ィとは逆に、広い土地に少人数が点在して居住してい

る
)2
。そのため、道路やトンネルなどの土木構造物を

多額の公的資金を注入して建設しても、恩恵を受ける

人口数は少ない。コンパクト化によって建設費用が低

くなれば、費用対効果が上がり、効率的な公共投資に

繋がることが期待できる。一方で、コンパクト化は違

う場所に住んでいた人を集約させるため、地域ごとの

特性を踏まえず、一律に施設ありきで政策を進めた場

合、建設した施設の債務放棄などにより、大きな損失

を被る可能性もある。本研究では、公共事業の高い波

及効果とコンパクト化による効用を考慮し、離島振興

においても、コンパクト化を骨子とした地域計画を検

討することとする。具体的には、持続可能な地域計画

の立案に資する知見を提示することを目的に、対象地

域でアンケート調査を行い、住民の意識構造を、潜在

混合回帰モデル分析を用いて持続可能な地域計画に関

する住民の意識構造を分析する。 

2．アンケート調査 

本研究では、アンケートを行うことで、コンパクト

化に対する住民の意識を調査する。質問内容を表 1 に

示す。アンケートは、対馬市厳原町の婦人会の方に協

力して頂き、対馬市全地区を対象として、団体のメン

バーや知り合いに「回答者は家族の誰でもよい」とし

て行った。最終的に 183 サンプル回収し、回収率は

91.5％であった。欠損値を除く男女比は、男性 88 人、

女性 92 人であり、職業は公務員、医療介護関係、農業

者などであり、公務員が最も多く 33%を占めた。基本

的個人属性など具体的記述回答を求める質問以外の項

目は、1～5 の 5 段階評価で、数字が大きければその意

見に賛同すると解釈できる。支払意思額を聞いた質問

は、具体的金額を 1 から低い順に 5 段階評価で聞いて

いる。 

3．潜在混合回帰モデル分析 

3.1 変数の作成 

本研究は、表 1 における「島内の別の場所への移転

費用を行政が補助するならば、いくらまでなら負担で

きますか？」を「移転への関心」とし支払意思額が大

きいほど、「コンパクト化に前向き」であると考え、本

変数を被説明変数として潜在混合回帰モデル分析を行

うこととする。説明変数には、表 1 に示す変数を用い

るが、いくつかの変数は主成分分析
)3
を行うことで合

成変数を作成した。これは、1 つの変数として扱った

方が、より説得力を持つと考えるためである。例えば、

「インフラの充実感」を測る指標としては「道路やト

ンネル、港湾などの土木構造物は足りているか？」の

利便性を踏まえた回答だけでなく、「火災、地震、水害

などの安全性は確保されているか？」の防災面を測る

指標も同じ「インフラへの充実感」として解釈出来る

ためである。本研究では、主成分分析を行い、標準化

された合成変数を「インフラの充実感」「行政依存の認

識」と解釈し、潜在混合回帰モデル分析に用いること

とした。各主成分の得点係数を表 2 に示す。 

 

 

 

表 2 より、値が高いほど「インフラの充実感」は「現

状のインフラに満足している」と解釈でき、「行政依存

の認識」は「行政の支援を期待している」と解釈でき

る。 

3.2 潜在混合回帰モデル 

「移転への関心」を被説明変数とし、表 1 の変数と、

表 2 の合成変数を用いて可能な組み合わせの潜在混合

回帰モデル分析
)4
を作成し、分析を行った結果、図 1

のモデルで母数が 2 つの場合に収束が確認された。推

定には Amos18 を用い、収束判定は Gelman&Rubin の

アンケート項目 成分
道路やトンネル、港湾などの整備は足りているか 0.854
火災、地震、水害などの安全性が確保されていると思うか 0.846
補助金が離島の自立を阻害していると思うか 0.758
国はもっと離島支援に積極的になるべきだと思うか -0.927
昔に比べると道路など、土木構造物は整備されたと思うかか？ 0.579

インフラの充実感

行政依存の認識

表 2 各主成分の得点係数 



図 1 モデル図 

回帰係数 クラス１ クラス２
インフラの充実感⇒移転への関心 0.131 0.126
コミュニティの充実感⇒移転への関心 -0.001 0.386
行政依存の認識⇒移転への関心 -0.175 0.477
平均値
インフラの充実感 0.080 -0.244
コミュニティの充実感 4.268 3.455
行政依存の認識 -0.256 0.744
切片
移転への関心 1.377 1.371
構成割合 0.730 0.267

表 3 潜在混合モデルの推定結果 

指標 R を用いた。R

は1.0003で収束した

と判断され、十分収

束していると判断で

き、推定結果は妥当

であると考えられる。

推定結果を表 3 に示

す。ここで、図 1 の説明変数の「コミュニティの充実

感」とは、「家族以外の人と会話するか？」という質問

に対する回答を表わしている。 

 

 

 

 

 

 

 

回帰係数は説明変数から被説明変数への影響の程

度を示しており、値が正であれば説明変数が大きいほ

ど、被説明変数も大きくなる傾向になり、負であれば

逆となる。回帰係数の絶対値は、大きければ影響力も

高くなる。両クラスを比較すると、回帰係数の絶対値

は、クラス 2 の方が大きく、特にコミュニティの充実

感、行政依存の認識影響が高い。したがって、クラス

2 に分類される住民はコンパクト化を進める場合、コ

ミュニティの充実感と行政依存の認識が大きければ、

前向きとなる可能性が高い。次に、平均値は、各クラ

スにおける説明変数の傾向を示しており、値が高けれ

ばそのクラスにおいて変数が高い傾向となる。両クラ

スともコミュニティの充実感が大きく、クラス 1 は最

も大きい。また、インフラの充実感に着目すると、ク

ラス 2 は負の値を示しており、現状のインフラに満足

していないことが分かる。行政依存の認識に着目する

と、クラス 1 は負の値を示しており、行政の支援をあ

まり期待していない傾向であるのに対し、クラス 2 は

正の値を示しており、支援を期待している傾向にある。

次に、切片は被説明変数が説明変数から影響を受ける

前の被説明変数の平均値である。表 3 より、両クラス

とも切片の大きさにほとんど差はないことから、移転

への関心は、インフラの充実感、コミュニティの充実

感、行政依存の認識の変数による影響によって説明さ

れるモデルとなっているといえる。構成割合は各クラ

スの構成比率を表しており、クラス 1 が 7 割強を占め

ている。抽出した各クラスの特徴を述べると、クラス

1 は、コミュニティに満足感があり、行政の過度な介

入を望んでおらず、現状のコミュニティに満足してい

ることからコンパクト化に否定的に考えている可能性

が高い。一方、クラス 2 は、コミュニティに満足感が

あるが、クラス 1 と比較すると小さい。また、インフ

ラへ不足感じており、行政への支援を求めている傾向

にあるため、コンパクト化に肯定的である可能性が高

い。 

3.3 クロス表による各クラスの特性の考察 

各クラスの特性を更に把握するため、クラスと表 1

に示す変数についてクロス表を作成し、カイ二乗検定

を行った。その結果、「昔に比べ友人は減ったと思うか」

との間に有意水準 10%で関連が確認された。クロス表

を表 4 に示す。質問は 5 段階評価で、数字が大きけれ

ば、「友人の減少」を感じていると解釈できる。 

 

 

 

 

 

 

表 4 より、「どちらでもない」と考えられる「3」を

除くと、クラス 1 は、半数以上が回答の「1」「2」を選

択しており、どちらも期待度数を上回っていることか

ら、友人の減少を感じていない傾向にあることが分か

る。クラス 2 は、半数以上が「4」「5」を選択しており、

回答の「5」は、期待度数を上回っていることから、友

人の減少を感じている傾向にあることが分かる。表 3

の分析結果では、両クラスともコミュニティの充実感

を抱いている結果であったが、過去と比較するとコミ

ュニティは、クラス 1 は質に変化がなく、クラス 2 は

質の低下を感じている傾向にある。クラス 1 は、現状

のコミュニティに満足しており、質の低下も感じてい

ないことから、愛着を抱いている可能性が高く、コン

パクト化を推進しても合意を得られない可能性が高い

と考えられる。 

4．まとめ 

分析結果より、アンケート回答者の意見構造の傾向

から、2 つの異なるクラスを抽出した。7 割以上を占め

るクラス 1 はコンパクト化に否定的であり、愛着を抱

いている可能性が高いことから、コンパクト化を推進

するのは困難が予想される。また、行政の過度な介入

を拒む傾向にあるので、昨今、活発化している自給自

足を主とした住民主体の取り組みなど、なるべく行政

に依存しない活動を推進することで、地域住民の意識

を踏まえた地域計画が可能になる。 
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1 2 3 4 5
観測度数 48 17 30 29 18 142
期待度数 44.5 14.8 31.2 28.1 23.4
割合(%) 26.4 9.3 16.5 15.9 9.9 78.0
観測度数 9 2 10 7 12 40
期待度数 12.5 4.2 8.8 7.9 6.6
割合(%) 4.9 1.1 5.5 3.8 6.6 22.0
観測度数 57 19 40 36 30 182
割合(%) 31.3 10.4 22.0 19.8 16.5 100.0
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昔に比べ、友人は減ったと思うか？
合計

ク

ラ

ス

1

ク

ラ

ス

2

表 4 コミュニティの変化に関するクロス表 
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